
郵便番号

住　　所

氏　　名

印

4,962 ｋｌ

台

ｔ－CO2

　０４４－９１１－１２７０

ＦＡＸ番号 　０４４－９１１－１２４７

メールアドレス 　－

※
受
付
欄

※
特
記
事
項

 ※事業者番号

事 業 者 の 規 模

原油換算エネルギー使用量

自動車の台数

エネルギー起源の二酸化炭素
以外の温室効果ガスの排出の量

所 在 地 　神奈川県川崎市多摩区東三田２－１－１

連 絡 先

担当部署
担 当 部 署 名

電話番号

　管理部管理課

主 た る 事 業
の 業 種

大分類 Ｏ 教育・学習支援業

中分類 81 学校教育

主 た る 事 業
の 内 容

　　大学

主 た る 事 務 所
又は事業所の所在地

　　神奈川県川崎市多摩区東三田２－１－１

該 当 す る 事 業 者
の 要 件

規則第４条第１号該当事業者

規則第４条第２号該当事業者

規則第４条第３号該当事業者

規則第４条第４号該当事業者

上記以外の事業者（任意提出事業者）

　　　（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）

　川崎市地球温暖化対策の推進に関する条例第１０条第１項の規定により、次のとおり提出します。

事 業 者 の 氏 名
又 は 名 称

　　学校法人　専修大学

理事長　　日髙義博

東京都千代田区神田神保町３-８-１

学校法人　専修大学

第３号様式
（第１面）

事業活動地球温暖化対策結果報告書

（あて先）川崎市長

101-8425



（第２面）

計 画 期 間 及 び 報 告 年 度 　平成２２年度　　～　平成２４年度　　（報告年度　平成２４年度分）

温室効果ガスの排出の量の
削減目標の達成状況及び温
室効果ガスの排出の量

別添　指針様式第２号のとおり

温室効果ガスの排出の量の
削減目標を達成するための
措置の実施状況

別添　指針様式第２号のとおり

他の者の温室効果ガスの排
出の抑制等に寄与する措置
の実施状況

別添　指針様式第２号のとおり

その他地球温暖化対策の推
進への貢献に係る事項

別添　指針様式第２号のとおり

備　　　考

備考 １　欄内にすべてを記載できない場合は、別紙により提出してください。
　 　２　□のある欄は、該当する□内にレ印を記載してください。
　　 ３　報告書には、事業活動地球温暖化対策指針に定める資料を添付してください。
　　 ４　※印の欄は記入しないでください。
　　 ５　氏名（法人にあっては、その代表者)を記載し、押印することに代えて、本人（法人にあって
        は、その代表者）が署名することができます。



様式第２号　　　　　　　　　　　　（第１面）

事業活動地球温暖化対策結果報告

１　温室効果ガスの排出の量の削減目標の達成状況（第１号、第２号、第４号該当者等）

 (１) 温室効果ガスの排出の量の状況（排出係数固定）

　 ア　計画期間の温室効果ガスの排出の量

（実） 9,569 （実） 9,382 （実） 8,052 （実） 8,428 （実） 9,190
（調） 8,016 （調） 7,824 （調） 6,724 （調） 7,014 7,698

（実） 2.0 （実） 15.9 （実） 11.9 （実） 4.0
（調） 2.4 （調） 16.1 （調） 12.5 4.0

　 イ　計画期間の温室効果ガスの排出の量に係る原単位等の値

基準年度 第１年度 第２年度 第３年度 目標年度の値

％ ％ ％ ％

　 ウ　計画期間の温室効果ガスの排出の量の状況についての説明

第１年度

第２年度

第３年度

 (２) 温室効果ガスの排出の量の状況（全社目標）

58.95
排 出 量
原単位等の値

原 単 位 の
活 動 量

61.38

単位

60.18

生田会館、食堂館の照明器具をＨｆ型高効率照明器具、ＬＥＤ照明器具（２５７台）に改修した。平成２３年度は
東日本大震災により、、電気の供給量が大幅に不足しましたので強制的に節電を実施しましたが、平成２４年度か
ら方針を「無理のない節電」に切替えて実施しましたので、エネルギー使用量が増加し、温室効果ガス排出量が増
加した。３年間では温室効果ガス排出量４．０％削減目標に対して１１．９％削減することができた。平成２４年
延床面積１５１，０４２千㎡

東日本大震災により電力供給が大幅に低下したため研究室、事務室及び共用部の照明、空調設備を制御して節電を
実施した。既設空調設備を改修して、高効率ヒートポンプエアコン、ＣＯ２濃度測定による換気制御システムを構
築して削減した。照明設備は計画的にＨｆ型高効率照明器具、ＬＥＤ照明器具に改修して削減している。平成２３
年度延床面積１５１，０４２千㎡

削 減 率

証明設備、空調設備の運転を許可方式に変更して削減した。
高効率照明器具の更新及び熱源ポンプを流量、差圧によりＩＮＶ制御する改修工事を行い、
目標の温室効果ガス排出量を削減した。平成２２年度延床面積１５５，８９３千㎡

2.0 4.013.1 9.1

目標排出量第３年度

t-CO2 t-CO2

％

55.8053.31

t-CO2

％％

基準年度 第１年度 第２年度

t-CO2 t-CO2排 出 量

削 減 率 ％



様式第２号　　　　　　　　　　　　（第３面）

３　温室効果ガスの排出の量の削減目標の達成するための措置の実施状況

 (１) 温室効果ガスの排出の量の削減のための措置の実施状況

計　画

○推進体制の整備
○主要設備等の保全管理
○エネルギー使用量等の把握、計測、記録等の管理
○空気調和設備の効率管理　　○適切な風量制御等
○受電端力率の管理
○照明設備の運用管理
○新設、更新等における措置

第１年度 別紙のとおり

第２年度 別紙のとおり

第３年度 別紙のとおり

計　画 なし

第１年度 なし

第２年度 なし

第３年度 なし

事
業
所
等

(

第
１
号
、

第
２
号
、

第
４
号
該
当
者
等

)

自
動
車
等
 

(

第
３
号
該
当
者
等

)



○ エネルギー使用量等の把握、計測、記録等の管理
電気、ガス等のエネルギー使用量は用途ごとに計測し、内容を分析しましたので運転方式を
次年度予算でシステムを組む。

○ 空気調和設備の効率管理
各教室の空気調和機ごとに室内温度、湿度、ニ酸化炭素濃度を測定し、室内温度制御、室内
湿度制御、ＣＯ２濃度制御、外気冷房制御、ウォーミングアップ制御を行い、快適な教室環境
をつくりエネルギー効率の向上を図った。
また、夏期、冬期は外気取り入れ量を縮小するため、ＣＯ２濃度及びＣＯ濃度が空気環境基準
をつくりエネルギー効率の向上を図った。超えない範囲で外気導入量及び風量の制御を図る。
講義室、ゼミ室、研究室、事務室等の空調設備運転は、許可運転方式（8：30～19：45）の導入
を図り確立した。
熱源ポンプは、冷温水の差圧、流量による回転制御等を導入して総合的なエネルギー効率の
向上を図った。

○ 受電端力率の管理
力率の管理は各サブ変電所で動力変圧器の低圧側で自動力率制御をする。受電端では高圧
側で自動力率制御する。９９％以上維持して損失の軽減を図っている。

○ 照明設備の効率管理
講義室等は電子回路式安定器を点灯回路に使用したＨｆ傾向ランプ及びダウンライトはＬＥＤ照
明器具に更新した。
講義室等は許可点灯方式（7：00～21：00）の導入を図り確立した。

第１期計画期間では特に許可点灯方式の導入及び確立が実績のウエイトを占め成果を得た。

（１）温室効果ガスの排出の量の削減のための措置の実施状況

第１年度



○ 推進体制の整備
新年度役員改選（２年毎）に伴い指針に基づく推進体制の見直しを行った。
省エネルギー対策責任者を常務（財務担当）として、対策目標が明示され事務局が計画を実
施している。

○ 主要設備等の保全管理
主要設備等は定期的な保守、点検を実施し、点検、検査措置の記録を保存している。
また、管理標準は定期的に見直し、改善している。
電気、ガス等のエネルギー使用量は、用途及び機器ごとに計測し、内容を分析してエネルギー
管理を徹底しています。

○ 空気調和設備の管理
空気調和の管理（冷房は外気の比エンタルピー５０（ｋＪ/ｋｇ）以上、暖房は外気の比エンタル
ピー３５（ｋＪ/ｋｇ）以下から熱源機運転基準の設定をした。

○ 新設、更新等における措置
既設空調設備を改修して、高効率ヒートポンプエアコン、全熱交換器、ＣＯ２濃度測定による
換気制御システムを構築して削減を図った。

○ 新設、更新等における措置
照明設備は、計画的に電子回路式安定器を点灯回路に使用したＨｆ型高効率照明器具及び
ダウンライトはＬＥＤ照明器具に変更した。

第１期計画期間では大規模な空調設備工事を実施し、省エネルギー削減の成果を得た。

第２年度



○ 主要設備等の保全管理
主要設備等の管理標準見直しを年度ごとに実施している。
熱源設備（冷温水機、チラー等）は機器の測定項目ごとに管理標準を設定している。

○ 新設、更新等における措置
第２体育寮にヒートポンプシステムを採用した熱源設備を設置した。

○ 新設、更新等における措置
平成２４年度から直管、ダウンライトはＬＤＥ照明器具に更新しています。

○ 新設、更新等における措置
総合体育館屋上に太陽光発電装置を計画していたが、東日本大震災により予算が得られず、
中止になった。次期計画（平成２５年度～平成２７年度）では実施します。

第１期計画期間では主要設備の管理標準の見直しを行い、次年度以降に活かせる内容を確立した。　
３年間の期間で様々な工事等を実施し、次年度以降の目標も立てることができた。

第３年度



 (２) 再生可能エネルギー源等の利用実績

　 ア　再生可能エネルギー源等の利用に係る考え方

   イ　計画期間の再生可能エネルギー源等の利用実績

設備等の種類 概要(規模、導入場所、性能等) 導入年度 備考

 　ウ　計画期間の再生可能エネルギー源等の価値の保有実績

種　　類 概要(規模、場所等) 保有年度 備考

様式第２号　　　　　　　　　　　　（第４面）

総合体育館屋上、国際交流会館屋上に太陽光発電装置を設置する計画でしたが、東日本大震災に
より、予算が得られず工事が中止になった。継続してして導入の検討を行う。



様式第２号　　　　　　　　　　　　（第５面）

４　他の者の温室効果ガスの排出の抑制等に寄与する措置の実施状況

計　画 なし

第１年度 なし

第２年度 なし

第３年度 なし

５　その他地球温暖化対策の推進への貢献の実施状況

計　画 なし

第１年度
○平成２２年度エネルギー管理優良工場として経済産業局長表彰受賞
○廃棄物の分別収集による再資源化の取り組み及び廃棄物の排出量の抑制、再利用の
取り組みを行った。

第２年度
○廃棄物の分別収集による再資源化の取り組み及び廃棄物の排出量の抑制、再利用の
取り組みを行った。

第３年度

○廃棄物の分別収集による再資源化の取り組み及び廃棄物の排出量の抑制、再利用の
取り組みを行った。
学生による地域住宅地道路を定期的に清掃し、分別収集を行っている。
３年間、清掃活動を実施し、次年度以降も継続して実施。
また、経済産業局長表彰受賞後、他業者が設備視察に来られることがあったため、対
応を実施。



様式第２号　　　　　　　　　　　　（第６面）

６　前年度の温室効果ガスの排出の量等の実績（排出係数反映）

 (１) 事業者単位

 　ア　第１号、第２号、第４号該当者等

（実）

（調）

 　イ　第３号該当者等

（実）

（調）

 (２) 事業所等単位（第１号、第２号該当者等）

 　ア　年間の原油換算ｴﾈﾙｷﾞｰ使用量が 1,500kl 以上の事業所の一覧

事業所の名称

専修大学　生田校舎 8,365 t-CO2
t-CO2
t-CO2
t-CO2

　 イ　年間の原油換算ｴﾈﾙｷﾞｰ使用量が原油換算で 500kl 以上 1,500kl 未満の事業所の一覧

事業所の名称

t-CO2
t-CO2
t-CO2
t-CO2

　 ウ　年間の原油換算ｴﾈﾙｷﾞｰ使用量が原油換算で 500kl 未満の事業所の一覧

 (３) 事業所等単位（第４号該当者等）

　 ア　物質ごとの年間の温室効果ガスの排出の量（二酸化炭素換算）が 3,000ｔ以上（二酸化炭

　 　素の場合はｴﾈﾙｷﾞｰ使用に伴い排出したものを除く。）の事業所の一覧

事業所の名称

t-CO2
t-CO2
t-CO2
t-CO2

　 イ　物質ごとの年間の温室効果ガスの排出の量（二酸化炭素換算）が 3,000ｔ未満（二酸化炭

　 　素の場合はｴﾈﾙｷﾞｰ使用に伴い排出したものを除く。）の事業所の数

事業所数

温室効果ガス
の排出の量

100kl 未満

事業所の所在地
日本標準産業分類

細分類番号

6

事業所に係る
事業の名称

200～300kl 未満

100～200kl 未満 2

400～500kl 未満

300～400kl 未満

エネルギー使用量の規模 事業所数

温室効果ガス
の排出の量

事業所の所在地
日本標準産業分類

細分類番号
事業所に係る
事業の名称

温室効果ガス
の排出の量

9,166
t-CO2

t-CO2

9,182

川崎市多摩区東三田２－１－１ 8161 大学

事業所の所在地
日本標準産業分類

細分類番号
事業所に係る
事業の名称
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